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第102期中間期株主通信
株主の皆さまへ

【第102期 中間期の概況】
　当中間連結会計期間における世界経済は、米国においては個人消費を
中心に底堅く推移しましたが、不動産不況が続く中国では経済の減速が
顕著となり、中国の影響等で欧州は景気失速懸念から中央銀行が利下げに
転じました。また、利上げに転じた日本の景気回復も緩やかなものに
とどまるなど、総じて不透明な状況が続きました。このような状況下、 
半導体製造装置部門では、生成AI関連需要や各種半導体デバイスの 

国産化を進める中国需要が底堅さを維持しました。計測機器部門では、 
設備の更新需要は補助金政策に基づく需要が下支えとなりました。
　その結果、当中間連結会計期間の連結業績は、受注高711億31百万円
（前年同期比19.5%増）、売上高は714億39百万円（前年同期比12.4%増）
となり、利益面では、営業利益 134億 5百万円（前年同期比 17.7%増）、 
経常利益131億58百万円（前年同期比9.0%増）となりました。
　親会社株主に帰属する中間純利益は、特別利益として固定資産 

売却益 43億 3百万円等を計上した結果、135億 50百万円（前年同期比
58.5%増）となりました。

【半導体製造装置部門】
　半導体製造装置部門では、生成 AI関連の半導体パッケージ向け加工
装置やメモリ半導体向け検査装置需要のほか、各種半導体デバイスや電子
部品の国産化を進める中国向け需要が、前期（第 101期）から引き続き
底堅さを維持しました。スマートフォン、PC、テレビなどの民生エレク
トロニクス製品の需要伸び悩みにより台湾などのOSAT（Outsourced 

Semiconductor Assembly and Test、後工程受託企業） 向け装置需要は
引き続き軟調に推移しましたが、受注高は前年同期比で増加しました。
　売上面では、概ね顧客要求納期に沿った出荷を進めたことで、前年同期
比で増加しました。
　この結果、当中間連結会計期間の当部門業績は、受注高517億13百万円
（前年同期比22.2%増）、売上高543億26百万円（前年同期比15.7%増）、
営業利益は111億39百万円（前年同期比24.0%増）となりました。

【計測機器部門】
　計測機器部門では、汎用・自動計測機器の対象市場となる自動車・機械
部品などの業界における新規設備向けの投資が停滞しましたが、更新需要
を幅広く獲得したことや二次電池用充放電試験装置事業において一定の
受注を獲得したこと等により、受注高は前年同期比で増加しました。
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統合報告書2024を発行
　当社は、ステークホルダーの皆さまに、当社グルー
プの価値創造に向けた取り組みの全体像をお伝えする
ため、統合報告書を発行しております。この度、2024
年版報告書が発行されました。
https://www.accretech.com/jp/assets/IntegratedReport2024_J.pdf

サステナビリティレポート2024を発行
　当社は、ステークホルダーの皆さまに、当社グループ
の持続可能な社会の実現に向けた取り組みを説明する
サステナビリティレポートを発行しております。この度、
2024年版レポートが発行されました。
https://www.accretech.com/jp/assets/sustainability_report2024_j.pdf

　株主の皆さまには、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　当社の第102期中間期株主通信をお届けするにあたり、ご挨拶を申しあげます。
　東京精密グループは半導体製造装置部門と計測機器部門という異なる事業領域に 

よる安定した収益を実現するとともに、計測技術を持つ唯一の半導体製造装置企業と
してそのシナジーを高め、お客さまの生産性向上に寄与する最先端の製品・サービス
を世の中に提供してまいりました。
　近年、ものづくりの分野では、グローバル化、環境問題への対応、IT の進展、AIの 

普及など、以前よりも速く大きな環境変化が起きています。東京精密グループは、
環境変化に迅速に対応するとともに、永年培ってきた精密測定技術と精密加工技術を 

通じて、お客さまのものづくりのイノベーションをお手伝いする所存です。
　株主の皆さまにおかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願い
申しあげます。

　売上面では、一部案件の納入予定変更などがみられたものの、概ね前年
同期並みとなりました。
　この結果、当中間連結会計期間の当部門業績は、受注高194億18百万円
（前年同期比 12.9%増）、売上高 171億 13百万円（前年同期比 3.3%増）、
営業利益は22億66百万円（前年同期比5.9%減）となりました。

【第102期 通期業績予想】
　第102期通期業績予想につきましては、足許の状況を勘案し、2024年8月
に公表した予想を修正（半導体製造装置部門を上方修正、計測機器部門を
下方修正）し、売上高 1，450億円（前期比 7.7%増）、営業利益 280億円
（同 10.6%増）、経常利益 280億円（同 5.8%増）、親会社株主に帰属する
当期純利益230億円（同18.7%増）としております。

【配当・利益還元方針】
　剰余金の配当につきましては、業績に連動した利益配分を基本に、連結
配当性向40％程度を目安として実施しております。
　第102期の配当につきましては、当中間連結会計期間の業績を踏まえて
通期業績予想を修正したことに伴い、中間配当を 1株当たり114円（従来
予想より6円増配）とすることを決議いたしました。また、期末配当予想に
つきましても、1株当たり114円（同 6円増配）へ変更いたしました。 
何卒、ご理解のほどお願いいたします。

代表取締役社長COO

木村 龍一
代表取締役会長CEO

吉田 均



科 目 前連結会計年度
（2024年3月31日）

当中間連結会計期間
（2024年9月30日）

《資産の部》

流動資産 153,831 168,007

固定資産 71,693 64,595

有形固定資産 55,997 50,231

無形固定資産 4,069 3,971

投資その他の資産 11,626 10,392

資産合計 225,524 232,602

《負債の部》

流動負債 46,002 46,636

固定負債 21,094 17,434

負債合計 67,097 64,070

《純資産の部》

株主資本 150,765 160,366

資本金 11,450 11,556

資本剰余金 22,593 23,144

利益剰余金 124,705 134,094

自己株式 △ 7,983 △ 8,429

その他の包括利益累計額 5,794 6,359

新株予約権 1,082 956

非支配株主持分 784 849

純資産合計 158,427 168,531

負債純資産合計 225,524 232,602

中間連結財務諸表
注：連結財務諸表の数値は百万円未満を切り捨てて表示しています。

中間連結貸借対照表 単位：百万円 中間連結損益計算書 単位：百万円

中間連結キャッシュ ･フロー計算書 単位：百万円

科 目
前中間連結会計期間
自 2023年4月 1 日
至 2023年9月30日

当中間連結会計期間
自 2024年4月 1 日
至 2024年9月30日

売上高 63,537 71,439

売上原価 37,802 42,511

売上総利益 25,735 28,928

販売費及び一般管理費 14,345 15,523

営業利益 11,389 13,405

営業外収益 809 326

営業外費用 126 573

経常利益 12,072 13,158

特別利益 26 4,494

特別損失 14 －
税金等調整前中間純利益 12,083 17,652

法人税等 3,455 4,064

中間純利益 8,628 13,587

非支配株主に帰属する中間純利益 79 37

親会社株主に帰属する中間純利益 8,548 13,550

科 目
前中間連結会計期間
自 2023年4月 1 日
至 2023年9月30日

当中間連結会計期間
自 2024年4月 1 日
至 2024年9月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,832 19,997

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,498 7,929

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,821 △ 6,732

現金及び現金同等物に係る換算差額 559 381

現金及び現金同等物の増減額 △ 11,927 21,575

現金及び現金同等物の期首残高 40,036 36,736

現金及び現金同等物の中間期末残高 28,108 58,312

会社概要 株主メモ

役員  代表取締役会長CEO 吉田　均
 代表取締役社長COO 木村　龍一
 代表取締役副社長CFO 川村　浩一
 取締役 伯耆田　貴浩
 取締役 塚田　修一
 取締役 ロミ・プラダン
 社外取締役 高増　潔
 社外取締役 森　重哉
 取締役（常勤監査等委員） 秋本　伸治
 社外取締役（監査等委員） 相良　由里子
 社外取締役（監査等委員） 須永　真樹
 社外取締役（監査等委員） 川崎　素子

（2024年9月30日現在）

ht tps: //www.accretech.com

商号 株式会社 東京精密
（TOKYO SEIMITSU CO., LTD.）

設立 1949年3月28日
資本金 11,556百万円
証券取引所 東京証券取引所 プライム市場
会社が発行する 
株式の総数 110,501,100株

発行済株式の総数 42,162,481株
（うち、自己株式数1,505,186株）

株主数 21,215名

従業員数 2,761名

主要取引銀行 みずほ銀行 大手町営業部
三井住友銀行 多摩法人営業部
みずほ信託銀行 本店営業部
三菱UFJ銀行 新宿中央支店
常陽銀行 土浦支店
筑波銀行 本店
きらぼし銀行 本店

  株式の状況

  所有者別状況 （株式数比率）

個人その他 ： 19.05%

金融機関 
証券会社 

：40.04%

その他国内法人 ： 6.14%

外国人 
（個人・法人） 

：34.77%

主要拠点	 業務会社　東京都八王子市
	 半導体社　東京都八王子市
	 計 測 社　茨城県土浦市

研究拠点	 国内 4 拠点

生産拠点	 国内 6 拠点
	 海外 5 拠点

販売・サービス拠点	 国内65拠点
	 海外70拠点

株主名
持株数
（千株）

出資比率
（%）

日本マスタートラスト 
 信託銀行株式会社（信託口） 7,069 17.39

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 4,248 10.45

STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505001 2,059 5.07

公益財団法人精密測定技術振興財団 1,058 2.60

株式会社みずほ銀行 672 1.65

※自己株式除く

事業年度 毎年4月1日～翌年3月31日

剰余金の配当 3月31日 
基準日 （中間配当を行う場合は9月30日）

定時株主総会 毎年6月中

単元株式数 100株

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号 
 みずほ信託銀行株式会社

株式お手続き
お問い合わせ先
 

〒168-8507 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
 みずほ信託銀行 証券代行部
 TEL：0120-288-324（フリーダイヤル）

 ※住所変更等の事務手続きは、
 お取引証券会社等にてお手続きください。

公告方法 電子公告（ホームページ）
 ただし、やむを得ない事由によって、電子
 公告による公告をすることができない場合
 には、日本経済新聞に掲載して行います。


